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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名寄市監査委員　黒　井　　　徹

 

 

　　　令和３年度名寄市各会計決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率の

　　　審査意見について

 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第22条第１項の規定によ

り審査に付された、令和３年度名寄市各会計の決算に基づく健全化判断比率及び資金不

足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類について審査しましたので、次

のとおり意見を提出します。

 

 

 



　                             資金不足比率の算定と年度比較　　 　(単位　千円・％）

 

　　　　　　　　　　　　　目　　　　　　　　　　　次
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　　　　(1) 健全化判断比率の状況

　　　　　ア 実質赤字比率　･････････････････････････････････････････　　２
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　　　　(2) 資金不足比率の状況

　　　　　ア 地方公営企業法適用事業　･･･････････････････････････････　　６
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　　(注1)　用語の定義等は特段の定めがある場合を除き、次の法律の定めるところによる。

　　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成19年法律第94号)

　　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行令（平成19年政令第397号)

　　　　地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成20年総務省令第８号)

　　　　地方財政法（昭和23年法律第109号）

　 （注2）「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における算定のための記載要領に基

　　　　づく数値を用いている。

   （注3）文中及び各表中の比率等の用法は、次のとおりである。

       (1）｢△」 : 負の値を示し、増減では減を表している。

       (2)「－」 : 「該当数値なし」及び「算定されないもの」を表している。

       (3) 増減：令和３年度数値から令和２年度数値を差し引いた値。

       (4)「ポイント」:百分率間または指数間の単純差引数値。



１　審査の対象

　　令和３年度決算に基づき算定された健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実

　質公債費比率、将来負担比率）及び資金不足比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した

　書類

法非適用

注２：第三セクターのうち、株式会社名寄振興公社は損失補償契約を締結している等の要件に該当しない団体

２　審査の期間

　　令和４年９月５日から同年９月９日まで

３　審査の方法

　　健全化判断比率及び資金不足比率並びにこれらの算定の基礎となる事項を記載した書類が、

  関係法令に基づき適正に作成されているかどうかを主眼として、関係書類の照合等を行うと

  ともに、関係部局からの説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。

健全化判断比率及び資金不足比率の対象となる会計の区分

区　分 会計名等 比　　　率

国民健康保険特別会計(保険事業勘定)

国民健康保険特別会計(直診勘定)

介護保険特別会計(保険事業勘定)

介護保険特別会計(サービス事業勘定)

後期高齢者医療特別会計

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計　（注1）　

食肉センター事業特別会計

北海道市町村備荒資金組合

北海道後期高齢者医療広域連合

名寄地区衛生施設事務組合

上川北部消防事務組合　ほか

第三セクター （注2） 　―

注1：下水道事業特別会計及び個別排水処理施設整備事業特別会計は、令和２年度から地方公営企業法適用

　　となり、下水道事業会計となった。

　　のため、上表に記載していない。

一
般
会
計
等

一般会計

一般会計等に属する
特別会計

名寄市立大学特別会計
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４　審査の結果

　　審査に付された健全化判断比率及び資金不足比率は、関係法令等に準拠して適正に算定されて

　おり、その算定の基礎となる事項を記載した書類とも符合し、正確であると認めた。

（１）　健全化判断比率の状況

　　　  健全化判断比率とは、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率

　　　の４つの財政指標の総称である。これらはいずれも国が示す早期健全化基準を下回っており、

　 　 財政の健全性が維持されている範囲にあると認められる。

第１表 　（単位：％）

令和３年度 早期健全化基準 令和２年度 令和元年度

－ 12.93 － －

－ 17.93 － －

10.2 25.00 9.7 9.2

7.5 350.00 19.3 26.3

　※  比率は、小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

　 　 実質赤字額又は連結実質赤字額がない場合・実質公債費比率又は将来負担比率が算定されない場合は、

    　 「－」で表示している。

 　　　ア　実質赤字比率
  　　 　　令和３年度の実質赤字比率は、実質赤字額がないため比率は算定されていない。

区　　　　分

令和３年度 令和２年度 令和元年度
① ②

一般会計等実質収支額 462,055 380,203 371,676 81,852

－ － － －

(△462,055） (△380,203） (△371,676） (△81,852)

標準財政規模 Ｂ 13,236,780 12,841,195 12,428,524 395,585

－ － － －

(△ 3.49) (△ 2.96) (△ 2.99) （△0.53）

注１：一般会計及び特別会計のうち普通会計に相当する会計における実質赤字の額

　　　実質赤字の額＝繰上充用額＋支払繰延額＋事業繰越額−(歳計剰余額＋繰越に係る未収入特定財源）

　健全化判断比率　

健全化判断比率 参　　　考

比　　　率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

第２表　　　　　　　　　　　実質赤字比率の算定と年度比較　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

実質収支額等

　　※ 表中の△（負の値）表示は、黒字である財政状況を示している。

注２：比率は、小数点以下第３位を切り捨てて表示している。

注１,２：（　）は参考までに算定結果を示したもの。

 実質赤字比率とは、地方公共団体の一般会計等を対象とした赤字額の標準財政規模に対する比率で、次の算式による。

一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

区　　　分
増 　減
①－②

実質赤字額　 Ａ（注1）

実質赤字比率　Ａ/Ｂ　(注２）

実質赤字比率　　＝ 　×100

－2－



　　　イ　連結実質赤字比率

 　 　　　令和３年度の連結実質赤字比率は、連結実質赤字額がないため比率は算定されていない。

令和３年度 令和２年度 令和元年度
① ②

167,845 71,409 93,168 96,436

1,733,807 1,561,560 1,220,410 172,247

423,616 420,468 415,844 3,148

1,110,452 978,197 804,566 132,255

199,739 162,895 36,844

（注１） 31,303 －

24,944 －

6,359 －

2,363,707 2,013,172 1,716,557 350,535

Ａ △ 2,363,707 △ 2,013,172 △ 1,716,557 △ 350,535

Ｂ 13,236,780 12,841,195 12,428,524 395,585

－ － － －

(△ 17.85) (△ 15.67) (△ 13.81) (△ 2.18)

※ 連結実質赤字額の△（負の値）表示は、黒字である財政状況を示している。

連結実質赤字額：イとロの合計額がハとニの合計額を超える場合の当該超える額

　　イ　一般会計及び公営企業(地方公営企業法適用企業・非適用企業)以外の特別会計のうち、実質赤字を生じた

　　　会計の実質赤字の合計額

　　ロ　公営企業の特別会計のうち、資金の不足額を生じた会計の資金の不足額の合計額

　　ハ　一般会計及び公営企業会計以外の特別会計のうち、実質黒字を生じた会計の実質黒字の合計額

　　ニ　公営企業の特別会計のうち、資金の剰余額を生じた会計の資金の剰余額の合計額

　　　　　特別会計のうち国民健康保険特別会計（直診勘定）、後期高齢者医療特別会計、介護保険特別会計

　　（サービス事業勘定）及び公営企業法非適用企業の食肉センター特別会計は歳入歳出差引額０円

　　 となったため、記載を省略した。

第３表　　　　　          　　連結実質赤字比率の算定と年度比較　　   　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

実質収支額等

特  別  会  計

国民健康保険特別会計
（保険事業勘定）

介護保険特別会会計
（保険事業勘定）

公営企業会計(地方公営企業法適用企業）

水道事業会計

病院事業会計

下水道事業会計

特別会計(地方公営企業法非適用企業）

下水道事業特別会計

個別排水処理施設整備事業特別会計

合 計

連結実質赤字額　　

標準財政規模

注２：連結実質赤字比率は、小数点以下第３位を切り捨てて表示している。（　）は参考までに算定結果を示したもの。

連結実質赤字比率とは、地方公共団体の全会計を対象とした赤字額または資金の不足額の標準財政規模に対する比率で、次
の算式による。

連結実質赤字額

標準財政規模

区　　　　分
増 　減
①－②

一般会計等(名寄市立大学特別会計を含む） 462,055 380,203 371,676 81,852

22,056 11,747 33,582 10,309

145,789 59,662 59,586 86,127

連結実質赤字比率   Ａ/Ｂ （注２）

注１：令和2年度に特別会計のうち地方公営企業法非適用企業であった下水道事業及び個別排水処理施設整備事業は、地方公営企
業法適用となり企業会計に移行し、下水道事業会計となった。これにより令和元年度の両特別会計は打ち切り決算による剰余金
が生じている。

連結実質赤字比率　　＝ ×100

－3－



 　 ウ　実質公債費比率

　　　  令和３年度の実質公債費比率(３カ年平均)は、前年度比0.5ポイント増の10.2％となっ

令和３年度 令和２年度 令和元年度
① ②

Ａ 2,725,189 2,689,650 2,544,537 35,539

Ｂ 1,008,607 1,065,244 1,010,442 △ 56,637

一部事務組合等の起こした地方債に充て

たと認められる補助金又は負担金

70 167 119 △ 97

Ｃ 278,778 305,332 344,505 △ 26,554

104,237 108,691 112,411 △ 4,454

24,346 48,121 53,417 △ 23,775

Ｅ 13,236,780 12,841,195 12,428,524 395,585

① 1,098,207 1,162,789 975,445 △ 64,582

② 10,879,969 10,554,422 10,193,495 325,547

10.2 9.7 9.2 0.5

注２：小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

(地方債の元利償還金＋準元利償還金)－(特定財源＋元利償還金・

　　　　　　　　　準元利償還金に係る基準財政需要額算入額)

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

・準元利償還金：イからホまでの合計額

　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を30年とすると元金均等年賦償還とした場合における１年当

　　たりの元金償還金相当額

　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認

　　められるもの

　                             資金不足比率の算定と年度比較　　 　　ハ　組合・地方開発事業団(組合等)への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に

　　充てたと認められるもの

　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　ホ　一時借入金の利子

　　　たが、早期健全化基準25.0％（第１表参照）を下回り、単年度比率では減少した。

第４表　　　　　　　　　　　実質公債費比率の算定と年度比較　　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

地方債の元利償還金

準元利償還金

公営企業に要する経費の財源とする地方
債の償還の財源に充てたと認められる
繰入金

一時借入金の利子

特定財源

貸付金の財源として発行した地方債に

係る貸付金の元利償還金

公営住宅使用料

都市計画事業の財源として発行された

地方債償還額に充当した都市計画税

その他

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額　　 　Ｄ

標準財政規模

分子 　      （Ａ+Ｂ)-(Ｃ+Ｄ)

分母     　           (Ｅ-Ｄ)

実質公債費比率 (３カ年平均）　（注２）

注１：小数点第６位を四捨五入して表示している。

実質公債費比率とは、地方公共団体の一般会計等が負担する地方債の元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模に
対する比率で、次の算式による。

区　　　　分
増 　減
①－②

963,509 1,021,588 989,707 △ 58,079

0 0 6,002 0

公債費に準ずる債務負担行為に係るもの 45,028 43,489 14,614 1,539

23,522 23,522 50,674 0

126,673 124,998 128,003 1,675

Ｄ 2,356,811 2,286,773 2,235,029 70,038

実質公債費比率（単年度） ①/② (注1） 10.09384 11.01708 9.56929 △ 0.92324

　　実質公債費比率　＝　　　　　
　×100

－4－



　　エ　将来負担比率

　　    令和３年度の将来負担比率は7.5％であり、早期健全化基準350.0％（第１表参照）

令和３年度 令和２年度 令和元年度
① ②

26,102,327 26,710,971 27,703,941 △ 608,644

66,760 103,534 140,348 △ 36,774

5,584,839 6,249,457 7,160,563 △ 664,618

0 0 0 0

644,461 806,505 960,390 △ 162,044

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

Ａ 32,398,387 33,870,467 35,965,242 △ 1,472,080

9,161,842 8,538,850 8,419,920 622,992

2,570,544 2,890,821 3,174,811 △ 320,277

745,615 821,427 861,368 △ 75,812

19,841,388 20,402,623 21,681,032 △ 561,235

Ｂ 31,573,774 31,832,294 33,275,763 △ 258,520

① 824,613 2,038,173 2,689,479 △ 1,213,560

Ｃ 13,236,780 12,841,195 12,428,524 395,585

② 10,879,969 10,554,422 10,193,495 325,547

（注1） 7.5 19.3 26.3 △ 11.8

注１：小数点以下第２位を切り捨てて表示している。

　　将来負担額－(充当可能基金額＋特定財源見込額＋

　　　　　　地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額)

標準財政規模－元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

　　・将来負担額：イからヌまでの合計額

　　　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額(地方財政法第５条各号の経費に係るもの)

　　　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　　　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　　ホ　退職手当支給予定額(全職員に対する期末要支給額)のうち、一般会計等の負担見込額

を下回っている。前年度比では、標準財政規模の増加と基金取崩し額減少等の影響により

11.8ポイント減少（改善）した。

第５表　　　　　　　　　　　　　将来負担比率の算定と年度比較　　　　 　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

第三セクター等

連結実質赤字額

組合連結実質赤字額負担見込額

合     計

充当可能基金額

充当可能特定歳入額

うち都市計画税

基準財政需要額算入見込額

合     計

充当後将来負担額         Ａ—Ｂ

標準財政規模

元利償還金・準元利償還金に

係る基準財政需要額算入額

調整後標準財政規模       Ｃ—Ｄ

将来負担比率   　　　　 ①/②

将来負担比率とは、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、次の
算式による。

区　　　　分
増 　減
①－②

 
充
当
可
能
財
源
等
 

Ｄ 2,356,811 2,286,773 2,235,029 70,038

　　将来負担比率　＝
　×100

将
来
負
担
額

－5－



　　　ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人（設立法人）の負債の額のうち、当該設立法人の財務・

　　　　経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　　　ト　当該団体が受益権を有する信託の負債額のうち、当該信託に係る信託財産の状況を勘案した

　　　　一般会計等の負担見込額

　　　リ　連結実質赤字額

　　　ヌ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　　・充当可能基金額：イからチまでの償還額等に充てることができる地方自治法第241条の基金

（２）　資金不足比率の状況

公営企業法非適用

注１:資金不足がない場合は、「－」で表示している。

　　ア　地方公営企業法適用事業

　　    水道事業会計及び病院事業会計並びに下水道事業会計に資金不足額はない。

 　     各企業会計は、 経営健全化基準である20.0％を下回っている。

令和３年度 令和２年度
① ②

Ａ 354,155 346,704 7,451

Ｂ 287,012 277,853 9,159

Ｃ 0 0 0

Ｄ 490,759 489,319 1,440

Ｅ 0 0 0

Ｆ 605,040 593,093 11,947

Ｇ 67 0 67

④ 604,973 593,093 11,880

－ － －

(△ 70.0) (△ 70.8) (0.8)

注１：資金不足がない場合は△（負の値）となる。

　　　チ　設立法人以外の者のために負担している債務の額及び当該年度の前年度に当該年度の前年度内

　　　　に償還すべきものとして当該団体の一般会計等から設立法人以外の者に対して貸付を行った貸付

　　　　金の額のうち、当該設立法人以外の者の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

 令和３年度決算において、いずれの会計も資金不足額が発生していないため比率は算定

　　　されていない。

第６表 資金不足比率          （単位：％）

会　　計　　名 令和３年度（注1） 経営健全化基準（注2）

水 道 事 業 会 計 － 20.0 

病 院 事 業 会 計 － 20.0 

下 水 道 事 業 会 計 － 20.0 

食肉センター事業特別会計 － 20.0 

注２:経営健全化基準は早期健全化基準に相当する基準で地方債協議・許可制度における許可制移行基準を勘案して20％と

　　されている。

  　　(ア)　水道事業会計

第７表　                       資金不足比率の算定と年度比較　　 　 　   (単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和元年度

流動負債 302,692

流動負債のうち建設改良費の支払に
充てる企業債・長期借入金 263,460

建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 0

流動資産 455,076

解消可能資金不足額 0

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益 591,454

受託工事収益 97

事業の規模 　   （Ｆ-Ｇ） 591,357

－

(△ 70.3)

注２：資金不足額がないため、「－」で表示。下段（　）は参考までに算定結果を小数点第2位を切り捨てて表示したもの。

公営企業法適用

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注1） △ 423,616 △ 420,468 △ 415,844 △ 3,148

資金不足比率          ③/④ （注2）

－6－



令和３年度 令和２年度
① ②

Ａ 1,912,784 2,470,453 △ 557,669

Ｂ 905,552 833,175 72,377

Ｃ 58,050 73,041 △ 14,991

Ｄ（注1） 2,175,734 2,688,516 △ 512,782

Ｅ 0 0 0

Ｆ 8,813,141 9,017,873 △ 204,732

Ｇ 0 0 0

④ 8,813,141 9,017,873 △ 204,732

－ － －

(△ 12.5) (△ 10.8) (△ 1.7)

注２：資金不足がない場合は△（負の値）となる。

令和３年度 令和２年度
① ②

Ａ 454,005 481,607 △ 27,602

Ｂ 424,673 443,254 △ 18,581

Ｃ 0 0 0

Ｄ 229,071 201,248 27,823

Ｅ 0 0 0

Ｆ 577,684 622,359 △ 44,675

Ｇ 0 0 0

④ 577,684 622,359 △ 44,675

－ －

(△ 34.5) (△ 26.1) (△ 8.4)
注１：資金不足がない場合は△（負の値）となる。

　    (イ)　病院事業会計

第８表                         資金不足比率の算定と年度比較　　       　(単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和元年度

流動負債 1,996,579

流動負債のうち建設改良費の支払に
充てる企業債・長期借入金 888,254

建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高 87,985

流動資産 2,000,876

解消可能資金不足額 0

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益（医業収益） 9,445,361

受託工事収益 0

事業の規模 　   （Ｆ-Ｇ） 9,445,361

－

(△ 8.5)

注１：流動資産から控除財源及び控除額を除いた額である。このうち控除財源とは、令和３年度に執行すべき事業にかかる

　　　支出予算額のうち、令和４年度に繰り越した事業の財源に充当することができる特定の収入で、令和３年度に収入

　　　された部分に相当する額をいう。

注３：資金不足額がないため、「－」で表示。下段（　）は参考までに算定結果を小数点第2位を切り捨てて表示したもの。

  　　(ウ)　下水道事業会計

第９表　                       資金不足比率の算定と年度比較　   　      (単位：千円・％・ﾎﾟｲﾝﾄ）

令和元年度

流動負債

流動負債のうち建設改良費の支払に
充てる企業債・長期借入金
建設改良費等以外の経費の財源に充てる
ために起こした地方債の現在高

流動資産

解消可能資金不足額

資金の不足額
（Ａ-Ｂ+Ｃ-Ｄ)-Ｅ 

営業収益

受託工事収益

事業の規模 　   （Ｆ-Ｇ）

注２：資金不足額がないため、「－」で表示。下段（　）は参考までに算定結果を小数点第2位を切り捨てて表示したもの。

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注2） △ 1,110,452 △ 978,197 △ 804,566 △ 132,255

資金不足比率          ③/④ （注3）

区　　　　分 増 　減
①－②

③（注1） △ 199,739 △ 162,895 △ 36,844

資金不足比率          ③/④ （注2）

－7－



　　イ 地方公営企業法非適用事業

・資金の不足額

　　資金の不足額(法適用企業)＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方

　　　　　　　　　　　　　　　債の現在高－流動資産）－解消可能資金不足額

　　資金の不足額（法非適用企業）＝（歳出額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

　　　　　　　　　　　　　　　　　地方債現在高－歳入額）－解消可能資金不足額

　　解消可能資金不足額：事業の性質上、事業開始後の一定期間構造的に生じる資金の不足額がある場合に

　　おいて、資金の不足額から控除する一定の額。

・事業の規模

　　事業の規模（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額

　　事業の規模（法非適用企業）＝事業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額

　　指定管理者制度（利用料金制）を導入している公営企業については、営業収益の額に関する特例がある。

５　むすび

　　

  　食肉センター事業特別会計は、一般会計からの繰入金で調整を行ったため歳入歳出差引額は

　　　０円となり、資金不足は生じていない。

資金不足比率とは、公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、次の算式による。

資金の不足額

事業の規模

名寄市は人口減少や社会・経済情勢の変化に加え、長引く新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

　よる影響など多くの課題に直面している。

　　今後、歳入面で市税等の一般財源の減少が見込まれる一方、歳出面では老朽化した公共施設の対策

  や各種給付費用の増加など、将来的な財政運営が一層厳しくなることが見込まれる。

　　引き続き、限られた財源のもと、地域の社会・経済状況の変化に適切に対応し、財政収支の均衡を

　保ちながら中長期的な視点で持続可能な財政運営に努められたい。

×100資金不足比率 　 ＝

－8－


